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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成22年６月25日に提出いたしました第15期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）に係る有価証券

報告書の記載事項の一部に追加及び訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂

正報告書を提出するものであります。

 

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第２　事業の状況

　　４　事業等のリスク

　第４　提出会社の状況

　　４　株価の推移

　　　(１)　最近５年間の事業年度別最高・最低株価

　　６　コーポレート・ガバナンスの状況等

　　　(１)　コーポレート・ガバナンスの状況

　　　①　企業統治の体制

　　　②　内部監査及び監査役監査

 

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 

第一部　【企業情報】

　第２　【事業の状況】

４　【事業等のリスク】

（訂正前）

(１)　当社事業を取巻く環境について

①＜省略＞

②～⑦＜記載内容省略＞

(２)＜省略＞

(３)　その他

①＜省略＞

②　ストックオプションについて

当社は、取締役、監査役および従業員に対しインセンティブ付与のため、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定による新株予約権（ストックオプション）を発行しております。同新株予約権に関す

る潜在株式数は1,416株であり、平成22年３月31日現在の潜在株式を含む発行済株式総数の6.0％に相

当しております。今後も株主総会の承認が得られる範囲内において、このようなストックオプションの

付与を継続する方針ですが、これらのストックオプションが行使された場合は、当社株式価値の希薄化

や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成に影響を与える可能性があります。

なお、当該制度の内容については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(9)　ストックオプショ

ン制度の内容」をご覧ください。

 

なお、現時点においてこれは適切な施策であると考えておりますが、投資に見合う効果を得られる保

証はありません。また、事業環境の変化等の影響によっては、当該資金使途は変更する可能性がありま

す。
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（訂正後）

(１)　当社事業を取巻く環境について

①＜省略＞

②　業績の季節変動について

当社グループの業績は、第２四半期及び第４四半期に偏重する傾向があります。これは、仕入割戻し

の受け入れが第２四半期及び第４四半期に多くなり、収益性が上昇することから、営業利益が増加する

傾向があります。

③～⑧　番号繰り下げ＜記載内容省略＞

(２)＜省略＞

(３)　その他

①＜省略＞

②　ストックオプションについて

当社は、取締役、監査役および従業員に対しインセンティブ付与のため、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定による新株予約権（ストックオプション）を発行しております。同新株予約権に関す

る潜在株式数は1,416株であり、平成22年３月31日現在の潜在株式を含む発行済株式総数の6.0％に相

当しております。今後も株主総会の承認が得られる範囲内において、このようなストックオプションの

付与を継続する方針ですが、これらのストックオプションが行使された場合は、当社株式価値の希薄化

や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成に影響を与える可能性があります。

なお、当該制度の内容については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(9)　ストックオプショ

ン制度の内容」をご覧ください。

 

第４　【提出会社の状況】

　　　　４　【株価の推移】

　　　　　(１)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　　（訂正前）

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 790,000 344,000 95,100 99,500 133,700

最低（円） 258,000 77,200 52,000 29,510 34,100

　　　（注）株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。

　　　　　　当社株式は、平成17年12月20日から東京証券取引所(マザーズ)に上場されております。そ

　　　　　　れ以前については、該当事項はありません。

 

（訂正後）

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 790,000 363,000 97,000 100,000 133,700

最低（円） 258,000 76,000 50,400 29,510 34,100

　　　（注）株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。

　　　　　　当社株式は、平成17年12月20日から東京証券取引所(マザーズ)に上場されております。そ

　　　　　　れ以前については、該当事項はありません。
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　　　　６　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　　　　　(１)　【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　（訂正前）

　　　①　企業統治の体制

　　　　経営戦略に関する最高意思決定機関である取締役会は５名の取締役により構成され、取締役会規定に基づき定

例取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項

について意思決定を行っております。

常勤監査役１名及び社外監査役３名は取締役会に出席し、業務執行上の課題について意見を述べておりま

す。

当社は各社外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場

合には、賠償責任を限定する契約をしており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、金10万円以上であらか

じめ定めた額と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。

なお、各事業年度における取締役の経営責任をより一層明確にし、経営環境の変化に対応して最適な経営体

制を機動的に構築するため、取締役の任期は1年としております。

また、平成16年６月に、執行役員制度を導入しております。今後の厳しい競争を勝ち抜き、株主、お客様、従業

員を含む全ての利害関係者の満足度を高めていくために、意思決定や施策実行の更なる迅速化、効率化を図っ

ております。

弁護士、監査法人等その他第三者の状況といたしましては、重要な法務的課題のコンプライアンスにかかる

事象について、顧問弁護士に相談し、リーガルチェック、必要な検討を実施しております。また、有限責任監査

法人トーマツと監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会計課題について随時相談・検討を実施し

ております。

また、代表取締役社長は、経営企画室・財務経理部を中心とした部門に内部統制の構築を指示し、スター

ティアグループ倫理憲章」・「スターティアグループ行動基準」・「内部統制基本規程」・「コンプライア

ンス規程」・「財務報告に係る内部統制評価及び監査の実施基準におけるリスクマネジメント規程」を策定

いたしました。また、内部統制システムの迅速かつ円滑な推進を図るために、これまでの内部統制委員会を内

部統制審議会に改組し、内部統制に関する社内体制の更なる強化を図るために、内部統制審議会の下部組織と

して、コンプライアンス委員会・リスク管理委員会・情報システム委員会の３つの委員会を新設し、さらに内

部監査室を配置し、今後継続的な内部統制システムの運用・評価・改善が出来る体制を整備いたしました。

こうした体制を採用している理由は、内部監査室及び内部統制審議会による牽制機能と業務執行機関にお

ける連携を強化することで、透明かつ一体的な組織作りを行えるようにするためであります。

　　　＜図表省略＞
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②　内部監査及び監査役監査

監査役会は、常勤監査役１名社外監査役３名により構成されており、運営に関しては、監査役の職務を補助

すべき専任の使用人は有してはおりませんが、求められた場合には、その任命を含む人事及び取締役からの独

立性の確保を図る体制をとることとしております。監査役会規程に基づき、当社の業務または業績に影響を与

える重要な事項について取締役及び使用人は監査役に報告することとしております。また、監査役は、いつで

も必要に応じて、取締役及び使用人に対して、前記の報告やその他必要な報告を求めることができる体制を

とっております。更に、当社監査役は連結子会社を含めた監査役や内部監査担当部門と、随時情報の共有、意見

交換を行うなど連携を密にして監査の実効性を確保しております。監査役が内部監査担当部門や会計監査人

と緊密な連携等の体制を整えており、監査役会が策定した監査計画に従い、業務執行状況に関し、適正かつ効

率的に行われているかを常に監視できる体制を築いております。また、監査役が定例及び取締役会、コンプラ

イアンス機能とリスク管理機能を併せ持つ内部統制審議会等の社内の重要会議に定例メンバーとして出席

し、業務執行状況について随時確認し意見を述べる体制を整備しております。内部監査体制は、代表取締役社

長直轄組織として内部監査専任の内部監査室を設置し、当社及び連結子会社に対する内部監査方針を策定し

内部監査を実施しております。

なお、監査役４名は、当社、当社の大株主および当社の役員と人的関係および取引関係がない監査役であり

ます。

 

　　　③～⑩＜省略＞

 

（訂正後）

①　企業統治の体制

経営戦略に関する最高意思決定機関である取締役会は５名の取締役により構成され、取締役会規定に基づ

き定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令で定められた事項及び経営に関する重要

事項について意思決定を行っております。

常勤監査役１名及び社外監査役３名は取締役会に出席し、業務執行上の課題について意見を述べておりま

す。

当社は各社外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場

合には、賠償責任を限定する契約をしており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、金10万円以上であらか

じめ定めた額と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。

なお、各事業年度における取締役の経営責任をより一層明確にし、経営環境の変化に対応して最適な経営体

制を機動的に構築するため、取締役の任期は1年としております。

また、平成16年６月に、執行役員制度を導入しております。今後の厳しい競争を勝ち抜き、株主、お客様、従業

員を含む全ての利害関係者の満足度を高めていくために、意思決定や施策実行の更なる迅速化、効率化を図っ

ております。

弁護士、監査法人等その他第三者の状況といたしましては、重要な法務的課題のコンプライアンスにかかる

事象について、顧問弁護士に相談し、リーガルチェック、必要な検討を実施しております。また、有限責任監査

法人トーマツと監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会計課題について随時相談・検討を実施し

ております。
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また、代表取締役社長は、経営企画室・財務経理部を中心とした部門に内部統制の構築を指示し、「スター

ティアグループ倫理憲章」・「スターティアグループ行動基準」・「内部統制基本規程」・「コンプライア

ンス規程」・「財務報告に係る内部統制評価及び監査の実施基準におけるリスクマネジメント規程」を策定

いたしました。また、内部統制システムの迅速かつ円滑な推進を図るために、これまでの内部統制委員会を内

部統制審議会に改組し、内部統制に関する社内体制の更なる強化を図るために、内部統制審議会の下部組織と

して、コンプライアンス委員会・リスク管理委員会・情報システム委員会の３つの委員会を新設し、さらに内

部監査室を配置し、今後継続的な内部統制システムの運用・評価・改善が出来る体制を整備いたしました。

こうした体制を採用している理由は、内部監査室及び内部統制審議会による牽制機能と業務執行機関にお

ける連携を強化することで、透明かつ一体的な組織作りを行えるようにするためであります。

　　　＜図表省略＞

 

②　内部監査及び監査役監査

監査役会は、常勤監査役１名社外監査役３名により構成されており、運営に関しては、監査役の職務を補助

すべき専任の使用人は有してはおりませんが、求められた場合には、その任命を含む人事及び取締役からの独

立性の確保を図る体制をとることとしております。監査役会規程に基づき、当社の業務または業績に影響を与

える重要な事項について取締役及び使用人は監査役に報告することとしております。また、監査役は、いつで

も必要に応じて、取締役及び使用人に対して、前記の報告やその他必要な報告を求めることができる体制を

とっております。更に、当社監査役は連結子会社を含めた監査役や内部監査担当部門と、随時情報の共有、意見

交換を行うなど連携を密にして監査の実効性を確保しております。監査役が内部監査担当部門や会計監査人

と緊密な連携等の体制を整えており、監査役会が策定した監査計画に従い、業務執行状況に関し、適正かつ効

率的に行われているかを常に監視できる体制を築いております。また、監査役が定例及び臨時の取締役会、コ

ンプライアンス機能とリスク管理機能を併せ持つ内部統制審議会等の社内の重要会議に定例メンバーとして

出席し、業務執行状況について随時確認し意見を述べる体制を整備しております。内部監査体制は、代表取締

役社長直轄組織として内部監査専任の内部監査室を設置し、当社及び連結子会社に対する内部監査方針を策

定し内部監査を実施しております。

なお、監査役４名は、当社、当社の大株主および当社の役員と人的関係および取引関係がない監査役であり

ます。

 

　　　③～⑩＜省略＞

 

以　上
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